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(57)【要約】
　本発明は、伸長弾性的に構成されていて４０％～３０
０％の間の伸長性を有しており、繊維の基材を含んでお
り、基材は第１および第２の側を有するとともに少なく
とも１つの経糸シートを含んでいる、付着性のある医療
用の平面形成物に関するものであり、基材の一方の側に
多数の離散した第１の付着部材からなる第１の機械的な
付着構造が装着されており、第１の機械的な付着構造は
平面形成物の第１の側に向かい合う第２の側にある第２
の機械的な付着構造と付着により結合させることが可能
である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　伸長弾性的に構成されていて４０％～３００％の間の伸長性を有しており、繊維の基材
（３０）を含んでおり、前記基材（３０）は第１および第２の側を有するとともに少なく
とも１つの経糸シートを含んでいる、付着性のある医療用の平面形成物（４０）であって
、前記基材（３０）の一方の側に多数の離散した第１の付着部材（１０，２０）からなる
第１の機械的な付着構造が装着されており、前記第１の機械的な付着構造は前記平面形成
物（３０）の第１の側に向かい合う第２の側にある第２の機械的な付着構造と付着により
結合させることが可能であることを特徴とする、医療用の平面形成物。
【請求項２】
　前記基材（３０）は第１および少なくとも１つの第２の経糸シートを含んでおり、前記
第１の経糸シートは弾性的な糸でできており、少なくとも１つの前記第２の経糸シートは
非弾性的な糸でできていることを特徴とする、請求項１に記載の医療用の平面形成物。
【請求項３】
　前記基材（３０）は１つまたは複数の緯糸を含んでいることを特徴とする、請求項１ま
たは２に記載の医療用の平面形成物。
【請求項４】
　前記基材（３０）は不織布を含んでいることを特徴とする、請求項１～３のいずれか１
項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項５】
　前記平面形成物（４０）は長さＬと幅Ｂを有しており、前記平面形成物は前記長さＬ全
体にわたって均一に伸長弾性的であることを特徴とする、請求項１～４のいずれか１項に
記載の医療用の平面形成物。
【請求項６】
　前記平面形成物（４０）は５～１２０ｃＮ／ｃｍの付着力を有していることを特徴とす
る、請求項１～５のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項７】
　伸長されていない前記繊維基材（３０）の片側の表面を基準とする前記付着構造の面積
割合は前記基材（３０）の片側の面積の１～５０％の範囲内にあることを特徴とする、請
求項１～６のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項８】
　前記第１の付着部材（１０，２０）は伸長されていない前記平面形成物の上に離散した
分布で１平方メートルあたり１０2～１０6個の単位面積あたり密度を有していることを特
徴とする、請求項１～７のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項９】
　前記第１の付着部材（１０，２０）は高さと長さの比率が１～１０-3である平坦な成形
体（１０）によって構成されており、または高さと長さの比率が１～１０-1である付着粒
子（２０）によって構成されており、前記付着部材（１０，２０）の上に付着手段（１４
）が設けられていることを特徴とする、請求項１～８のいずれか１項に記載の医療用の平
面形成物。
【請求項１０】
　前記付着手段（１４）は茎形状またはフック形状を有していることを特徴とする、請求
項１～９のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項１１】
　前記第２の機械的な付着構造は前記基材（３０）自体によって構成されていることを特
徴とする、請求項１～１０のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項１２】
　前記繊維基材（３０）は織物、ニット、編物、ステッチニット、またはステッチボンド
不織布であることを特徴とする、請求項１～１１のいずれか１項に記載の医療用の平面形
成物。
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【請求項１３】
　前記平面形成物（４０）は少なくとも１０ｇ／ｍ2かつ多くとも３５０ｇ／ｍ2の単位面
積あたり重量を有していることを特徴とする、請求項１～１２のいずれか１項に記載の医
療用の平面形成物。
【請求項１４】
　弾性的な圧迫包帯もしくは圧迫バンデージであり、または弾性的な固定包帯もしくは固
定バンデージであり、または弾性的な支持包帯もしくは支持バンデージであることを特徴
とする、請求項１～１３のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項１５】
　請求項１～１４までのいずれか１項に記載の付着能力のある医療用の平面形成物を製造
する方法であって、付着手段で覆われた付着部材が第１のステップでポリマフィルムの分
割により長さＬ、幅Ｂ、および高さＨの断片の形態で製作され、前記断片が第２のステッ
プで繊維基材の表面へ離散した分布で配置され、その際に縫合または接着または溶着また
はプレスによって前記基材と固く結合されることを特徴とする、方法。
【請求項１６】
　請求項１～１４までのいずれか１項に記載の付着能力のある医療用の平面形成物を製造
する方法であって、付着手段で覆われた付着部材が直接押出成形により定義された長さＬ
、幅Ｂ、および高さＨで製作され、次いで繊維基材の表面へ離散した分布で配置され、そ
の際に縫合または接着または溶着またはプレスによって前記基材と固く結合されることを
特徴とする、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、伸長弾性的であって４０～３００％の間の伸長性を有しており、繊維の基材
を含んでおり、この基材は第１および第２の側を有するとともに少なくとも１つの経糸シ
ートを含んでいる、好ましくは包帯またはバンデージの形態の、付着性のある医療用の平
面形成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来技術では、伸長可能または弾性的な医療用の平面形成物を織物、ニット、編物、不
織布の形態で設けることが知られており、この場合、強撚の木綿糸、エラストジエン、エ
ラスタン、熱可塑性ゴム、または化学繊維製のテクスチャード・マルチフィラメント糸な
どからなる伸長弾性的な経糸が、他の非弾性的な経糸や適当な緯糸、ならびに不織布と部
分的に組み合わせて加工される。このように製作された平面形成物は経糸と平行に伸長弾
性を有しており、すなわち、この平面形成物は引張力をかけることによって長手方向に伸
ばすことができ、引張力を取り除くと弾性回復により、程度の差こそあれ、伸長されてい
ない初期状態に再び戻る。このような種類の弾性的な包帯の身体部位へのより良い取付け
を実現するために、従来技術では、凝集性または粘着性の特性を有する圧感接着剤を使用
して、繊維表面に粘着性のコーティングをする手段が開示されている。このような種類の
医療用の平面形成物はそれ自体に付着をする能力を有しており、すなわち、たとえば包帯
を巻いて押しつけるとそれぞれの包帯層が相互に付着し（接触付着）、それにより、ずれ
ないように固定された包帯が得られる。
【０００３】
　凝集性の接着剤が使用されると、包帯層はそれ自体に付着するだけで、皮膚、髪の毛、
衣服部分などの異物の表面には付着しない。これとは逆に、粘着性の接着剤は異物の表面
にも付着し、特に皮膚にも付着する。このとき凝集性の包帯では、通常、天然ゴムラテッ
クスを凝集性の接着剤として使用するのが普通であるが、これはこのような接着剤がアレ
ルギーを引き起しやすいという欠点を有している。
【０００４】
　圧感接着性のコーティングがなされた表面をもつ弾性的な包帯材料は、たとえば特許文
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献１や特許文献２から公知であり、これらの刊行物には、凝集性および粘着性の接着剤の
例も数多く挙げられている。これらの刊行物は天然ゴムラテックスをベースとする公知の
粘着性包帯の欠点も記載しており、すなわち、耐光性、耐温度性、耐老化性の不足、なら
びに、ケースによっては利用者や患者における即時型の接触アレルギーにつながりかねな
い、アレルギーの潜在的可能性があるタンパク質やペプチドの存在を記載している。この
問題には、定義されたレオロジー特性をもつ、天然ラテックスを含まないゴム・樹脂混合
物の形態の溶融性接着剤をベースとする接着剤の使用によって、対処することが意図され
ている。
【０００５】
　しかしその場合の欠点は、プロセス工学とコーティング技術が複雑になることに加えて
、特に、樹脂添加物に基づく皮膚への残留接着性であり、すなわち、少なくとも部分的に
はっきりと生じる接着挙動の粘着特性である。そのうえ、高粘性の溶融性接着剤の塗布に
よって、支持体繊維の弾性的な変形可能性ないし最大の伸長性にマイナスの影響が及ぼさ
れる。
【０００６】
　さらに特許文献３は、皮膚ないし身体部位に作用物質を与えるための貯蔵機能を有する
医療用包帯を記載している。記載されている包帯は、基材の長さ全体ないし幅全体にわた
って延びる少数のストライプ状の付着フィルムテープを備える、テープ形状の柔軟な基材
でできている。この付着ストライプは基材の裏面に固定されており、基材の柔軟性にマイ
ナスの影響が及ぼされる。このとき、付着ストライプは帯状の基材の端部近傍に取り付け
られるのが好ましく、それにより、基材の面全体にわたって均等に作用する付着が実現さ
れる。
【０００７】
　最後に特許文献４は、小さい帯状の経糸を組み込むことで、繊維の平面形成物の製造時
に織物技術または編物技術によって直接形成される付着性の表面を備える、繊維の平面形
成物を記載している。この場合にも、経糸は平面形成物の長さ全体ないし幅全体にわたっ
て延びており、そのせいで伸長弾性特性の抑制が引き起される。
【０００８】
　特許文献５は、表面に茎形状またはフック形状の形態の付着手段が取り付けられたポリ
マフィルムの形態の、注型された平面付着ファスナを製造する方法を記載している。平面
付着ファスナの相手方（フリース部分）とのより良い固定を可能にするために、茎部はさ
まざまな頭部形状、たとえばキノコ頭部の形状を有していてもよい。茎部とフック部はさ
まざまな幾何学形状および配置で、ポリマフィルムの表面に取り付けられていてよい。
【０００９】
　特許文献６ならびに特許文献７は、天然ゴム、熱可塑性ゴム、ポリウレタンエラストマ
ー、またはメタロセン触媒によるポリオレフィンからなる弾性的に伸長可能な基材に付着
フックまたは付着茎部が取り付けられた、弾性的な取付けシステムを記載している。フィ
ルム、発泡材の形態の基材は最大１００％の伸長性を有することができ、付着フックフィ
ルムと積層されている。このような種類の弾性的な面ファスナは、弾性的なおむつ製品ま
たはその他の衛生用製品を閉じる場合に利用されるのが好ましい。
【００１０】
　４０％～３００％の伸長性は、支持、負荷軽減、身体部位の圧縮といった医療用の用途
向けの弾性的な包帯の通常の値に相当しており、最大の伸長性に応じて、短引張特性をも
つ包帯、中引張特性をもつ包帯、長引張特性をもつ包帯が区別される。このとき伸長性の
判定はＤＩＮ６１６３２－１９８５に基づいて行われ、最大の伸長性は弾性割合と非弾性
割合とを含んでいる。以下においては、この両方の側面を「伸長弾性的」という概念でひ
とつにまとめており、したがって、純粋に伸長可能な特性と純粋に弾性的な特性、ならび
にこれらの特性のすべての漸次的な移行部分を含むものとする。
【特許文献１】欧州特許第０２５８４８４号明細書
【特許文献２】国際公開第００／６８３３４Ａ１号パンフレット
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【特許文献３】国際公開第２００４／０５８１２２号パンフレット
【特許文献４】独国特許第１９８５４３２０号明細書
【特許文献５】欧州特許第９５０３６３号明細書
【特許文献６】欧州特許第ＥＰ７２３４０６号明細書
【特許文献７】国際公開第９９／１７６３１号パンフレット
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の課題は、付着特性を備えている伸長弾性のある医療用の平面形成物を提供する
ことであり、この平面形成物は皮膚や髪の毛にはいかなる付着性も有していないのがよく
、アレルギーを引き起す潜在的危険が生じることがなく、それと同時に、繊維基材のたと
えば伸長弾性特性のような物理的特性ができるだけ少ししか損なわれることがない。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、基材の一方の側に多数の離散した第１の付着部材からなる第１の機械的な付
着構造が装着されており、第１の機械的な付着構造は平面形成物ないし基材の第１の側に
向かい合う第２の側にある第２の機械的な付着構造と付着により結合させることが可能で
ある、当分野に属する医療用の平面形成物によって、この課題を解決する。
【００１３】
　このとき機械的な付着構造とは、粘着性または凝集性の特性をもつ圧感接着剤によって
付着が行われるのではなく、２つの付着部材の機械的なフック固定または係合によって行
われる構造を意味するものとする。
【００１４】
　このとき、医療用の平面形成物は長さＬと幅Ｂを有しており、長さＬ全体が均一に伸長
弾性的であることが意図されるのが好ましい。このとき、均一に伸長弾性的な長さＬおよ
び幅Ｂの平面形成物とは、その長さＬにわたって４０％＜Ｘ％＜３００％であるＸ％の伸
長性Ｄgesを有しており、それと同時に、長さ０．１Ｌを有している平面形成物の各部分
領域の伸長性Ｄteilも４０％～３００％の間のほぼ同一の離散値を有している平面形成物
を意味しており、値ＤgesとＤteilは全体として最大１５％だけ互いに相違しており、部
分領域０．１Ｌは２０ｃｍよりも短くてはならない。このとき伸長性の判定はＤＩＮ６１
６６３２－１９８５に基づいて行われ、最大の伸長性は弾性割合と非弾性割合とを含んで
いる。
【００１５】
　特に、本発明による医療用の平面形成物は４０～２００％の伸長性Ｄgesを有している
。この平面形成物は６０～２００％、特に６０～１６０％の伸長性Ｄgesを有しているの
がきわめて特別に好ましい。しかしながら、平面形成物が４０～１２０％または１２０～
２００％の伸長性を有していることが意図されていてもよく、このような平面形成物も、
すべて均一に伸長弾性的であるのが特別に好ましい。
【００１６】
　別の特別に好ましい実施形態では、医療用の平面形成物は長さＬと幅Ｂと６０～１６０
％の伸長性を有しており、この平面形成物は長さＬの全体にわたって均一に伸長弾性的で
ある。
【００１７】
　さらに、本発明による医療用の平面形成物の表面の付着性（単位ｃＮ／ｃｍで付着力と
して測定）が、医療用の平面形成物のどの個所においても平均して等しい大きさであり、
すなわち、平面形成物の幅１センチメートルあたりの付着力が、平面形成物の長さにわた
って±１５％のばらつきの範囲内で一定であることが意図されるのが好ましい。付着力は
ＤＩＮＥＮ１２２４２－１９９９「面ファスナの引き剥がし強度の測定」の方法に基づい
て求めたものであり、その場合、付着性の繊維表面の上で転動による押圧をするために、
５ｃｍ以上の試料幅について一般に１０ｋｇの金属シリンダ重量が適用される。このよう
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な方法で準備された測定試料の両方の脚部が、引張試験機で一定に保たれた試験速度で分
離され、そのために必要な力が、定義された分離区間にわたって測定される。付着力は、
試料幅１ｃｍを基準とする分離力の算術平均値から求められる。
【００１８】
　このようにして、単位面積あたり重量、伸長性、柔軟性、通気性、装着快適性といった
繊維基材の物理特性を有意に変化させることなく、伸長弾性的な基体繊維に付着性表面を
設けるという技術的な問題が解決され、このとき、付着は粘着性または凝集性の特性をも
つ圧感接着剤によって行われるのではなく、幾何学形態の異なる２つの付着部材の機械的
なフック固定または係合によってもたらされる。
【００１９】
　付着作用は、天然ゴムをベースとするポリマ調合剤、ポリアクリル酸エステル、または
アレルギー性もしくは皮膚刺激性の潜在的可能性をもつその他の圧感接着剤のような、凝
集性または粘着性の付着作用をもつ接着剤の使用に依拠するのではない。このように本発
明による平面形成物は、天然ゴムラテックスをベースとする公知の凝集性の包帯に比べて
、改善された皮膚適合性を有している。その一方で、同時に本発明による平面形成物は、
特に、圧感接着性の絆創膏のように皮膚や髪の毛に付着することがなく、したがってたと
えば包帯の形態で良好に当てつけて装着可能である。
【００２０】
　このとき、第１の離散した付着部材は、同じく基材に装着された第２の側にある別の付
着部材と協働することが意図されていてよく、または別案として、基材材料それ自体も第
２の側で付着構造として作用可能である。このとき、第２の側の付着部材は繊維基材の個
々の糸または繊維からなることができ、個々の糸または繊維が同時に付着手段となる。特
に、多数の第１の付着部材は平面形成物の第１の側にのみ装着されている。しかしながら
、別の多数の第１の付着部材を平面形成物の第２の側へ追加的に装着することが意図され
ていてもよい。これは、基材表面を付着構造として意図することの代替として、またはそ
の追加として行うことができる。
【００２１】
　特別に好ましい１つの実施形態では、第１の離散した付着部材は、平面形成物が伸長さ
れていない状態のとき、基材の上で１平方メートルにつき１０2個～１０6個の単位面積あ
たり密度を有することが意図されていてよい。
【００２２】
　このとき第１の付着部材としては、定義された長さＬ、幅Ｂ、および高さＨの平坦な成
形体を利用することができ、付着部材の少なくとも１つの第１の表面に付着手段が設けら
れている。この平坦な成形体の長さに対する高さＨの比率は１～１０-3の範囲内にある。
このような種類の付着部材は、規則的な分布または不規則な離散した分布で、繊維基材の
面全体にパターンの形態で、あるいは集積体、クラスタ等として設けられていてよい。
【００２３】
　平坦な成形体は、水平方向ジオメトリ（繊維基材の第１または第２の側に対して平行）
としては、ストライプ状、正方形、円形、半円形、楕円形、十字形、または星形をした定
義された長さおよび幅の基底面と、高さＨ（繊維基材の第１または第２の側に対して垂直
）の直線状の垂直方向ジオメトリとを有するのが好ましい。基底面は、三角形、四角形、
五角形、六角形、またはその他の多角形の形状を有することもでき、辺と角度はそれぞれ
規則的または不規則的であってよい。このとき、付着手段は平坦な成形体の一方の表面に
のみ取り付けられていてよく、あるいは、付着手段は複数の表面（表面、裏面、端面）に
複数の軸方向を向くように取り付けられていてもよい。
【００２４】
　たとえば付着部材として、付着手段が上に設けられたポリマフィルムの切片を繊維基材
に取り付けることが意図されていてもよく、これは、定義された分布と単位面積あたり密
度で行うことができる。このとき付着部材の単位面積あたり密度は、平面形成物の伸長し
ていない状態を基準として（ＥＮ１７７３－１９９６に定める規定）、１ｍ2につき１０2
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～１０6個の部材の範囲内にあってもよい。付着手段は、ポリマフィルムの切片の１つま
たは複数の表面（表面、裏面、または端面）の方を向いていてよい。特に、第１の付着部
材は長さＬと幅Ｂの底面Ａを有することができ、付着部材の第１の側と第２の側に付着手
段が取り付けられている。この付着手段は、繊維基材の第２および第１の側とフック固定
により結合し、それによって再び取外し可能な付着を行うフック、茎部、キノコ頭部、ヤ
シ類の複葉、積層体であってよい。
【００２５】
　付着部材として、高さと長さの比率が１～１０-1のオーダーであるのが好ましい、いわ
ゆる付着粒子を利用可能である。このとき円形、楕円形、角錐形、または正方形の形状を
もつ個々の成形体が使用される。このような付着粒子の表面は全面的に付着手段で占めら
れていてよい。その場合、付着手段の直線軸の向きは半径方向を向いているのが好ましく
、すなわち付着粒子の重心の方を向いている。
【００２６】
　付着部材の取付けは、一般に、基材に片側または両側で行うことができる。
【００２７】
　付着部材の表面に取り付けられた付着手段は、平面形成物の第２の側との間で、または
多数の第２の付着部材へ、付着部材の付着による定着が行われるように選択される定義さ
れた造形形態を有している。付着手段は、頭部を備える茎部もしくは頭部を備えない茎部
の造形形態、またはフックの造形形態を有しているのが好ましい。その例は、上に引用し
た刊行物から読み取ることができる。造形形態「茎部」は、たとえば円筒形、直方体また
は角錐、ニードル形の成形体によって代表され、その長軸は付着部材の表面とともに定義
された角度をなしている。茎部は異なる角度で方向づけられていてもよく、たとえば対角
線上の対生として方向づけられていてよく、すなわち、それぞれの付着手段が固定されて
いる付着部材の表面に対して１つの列が７０°の角度で、第２の列が前述の表面に対して
１１０°の角度で、交互に方向づけられていてもよい。茎部は末端に、特に基材の裏面に
対して付着手段相互のいっそう容易な係合とその定着をサポートする頭部を有していても
よい。たとえば円板、キノコのかさ、平皿などのさまざまな形態で一重頭部や多重頭部を
適用することができ、その輪郭線形状は平滑であるか、または分葉状であるか、または歯
牙状であってよい。
【００２８】
　造形形態「フック」は、湾曲した先端部をもつフック形状の湾曲した成形体によって代
表され、前述した茎部形状のジオメトリ、角度、および配置に準じて付着部材の表面に配
置される。
【００２９】
　付着手段は、付着部材と同じ材料でできているのが好ましい。
【００３０】
　本発明については、１ｃｍ2あたり１００～５０００個の単位面積あたり密度で付着手
段が表面に配置された付着部材を使用するのが好ましい。
【００３１】
　付着部材がポリマフィルムの切片である場合、ポリアミド（ＰＡ）、ポリエステル（Ｐ
ＥＳ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリエチレン（ＰＥ）などの標準プラスチックからな
る剛性の高いフィルムを使用することができ、あるいは、メタロセン触媒によるポリオレ
フィン、ポリエチレン（ＰＥ）またはポリプロピレン（ＰＰ）、熱可塑性ポリウレタン（
ＴＰＵ）または熱可塑性ゴム（ＴＲ）のように、ある程度の伸長弾性をもつプラスチック
からなる柔軟性の高いポリマフィルムを使用可能である。ただし柔軟なフィルムの方が、
基材の弾性的な変形能力をさらに僅かしか損なわないので好ましい。
【００３２】
　付着部材が、それぞれ異なる幾何学形状を有することが意図されていてもよい。また、
平面形成物の全体にわたって付着部材の異なる単位面積あたり密度が意図されていてもよ
い。
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【００３３】
　特に、付着部材を形成して付着手段を支持する、このような種類のポリマフィルムの平
面状、ストライプ状、または格子網状の断片を使用可能である。付着部材は平面部材とし
て構成されていることが意図されていてもよく、その場合、付着手段は繊維基材の一方ま
たは両方の表面に配置される。平面状の断片の形態は円形、楕円形、正方形、長方形、多
角形、星形であってよく、あるいはこれらの基本形状の混合形状をとることもできる。
【００３４】
　フィルム断片の形態の付着部材は、たとえば縫合や接着や溶着やプレスなどの適当な接
合技術によって、基材の表面に取り付け可能である。縫合とは、基材と付着部材に刺し通
される適当な縫い糸と針による付着部材の取付けを意味しており、縫い糸による接合部が
成立する。接着とは、固体、液体、またはペーストの形態の適当な接着剤による付着部材
の取付を意味している。接着剤は水性ベースまたは溶剤ベースで構成されていてよく、ま
たは、熱可塑性の溶融性接着剤（ホットメルト）を溶融した状態で利用することもでき、
そのために噴霧、刷毛塗り、ドクターブレード塗り、パジング、ローラ塗り、グラビアロ
ーラ塗り、スクリーン印刷システム、ノズル塗布システムなどによって、付着部材の平滑
な裏面または基材表面へ接着剤が塗布され、それによって付着部材を基材へ取り付ける。
熱可塑性の溶融性接着剤は、たとえば低温の状態で接着フィルム、接着繊維、接着粉末、
接着フリース、接着ネットとして利用することもでき、これが付着部材の裏面に塗布され
て、加熱後に高温の接着状態となって基材の表面と接着により接合される。溶着とは、高
温空気流または高温ガス流または覆われていない火炎（火炎融着法）または加熱されたパ
ンチ、ローラ、カレンダー、グラビアシリンダ、または超音波ソノトロードなどを用いた
、付着部材の点状または全面的な加熱による付着部材と基材との直接的な接合を意味して
いる。接合は、熱可塑性ポリマフィルムの軟化または溶融によって成立する。溶接工程に
よって付着手段が僅かしか破壊されない限りにおいて、熱溶接、超音波溶接、または高周
波溶接をするためのあらゆる適当な工学的な装置および方法を適用可能である。プレスと
は、付着手段をプレス圧によって基材の表面に定着させることによって、付着部材そのも
のが基材の表面に取り付けられることを意味している。このとき、配置は統計的に、無秩
序に、または幾何学的に均等な配置で、またはクラスタすなわちいわゆる集積体として行
うことができる。
【００３５】
　このとき重要なのは、平面形成物の伸長性が４０～３００％であり、繊維基材の伸長弾
性的な変形可能性ができるだけ少ししか制約されないことである。
【００３６】
　上に説明した粒子状の構造が採用され、その上に付着手段が設けられているとき、それ
によって弾性がもっとも僅かしか損なわれないという利点を提供する。
【００３７】
　基体繊維ないし繊維状基材の片側の表面に対する付着構造の割合は、基材の片側の面の
１～５０％の範囲内にあり、好ましくは１～３０％、特に好ましくは５～２０％の範囲内
にある。このときの基準は、繊維の伸長していない状態のときの面積であり、伸長してい
ない面積はＥＮ１７７３に定められている長さと幅の単純な乗算によって求められる。
【００３８】
　付着手段の幾何学形状、高さ、および単位面積あたり密度、ならびに繊維基材の構造は
、個々の基材層のあいだで作用する付着力のオーダーを規定する。基体繊維の材料構造、
密度、弾性、および単位面積あたり重量に応じて、付着力は５～１５０ｃＮ／ｃｍの範囲
内にある。固定包帯用の軽い基体繊維の場合（伸長状態で最大５０ｇ／ｍ2）、確実な層
付着のためには５～５０ｃＮ／ｃｍの付着力があるだけで足りる。たとえば支持・圧迫包
帯用のこれよりも重い基体繊維の場合（伸長状態で５０～２００ｇ／ｍ2）、これよりも
高い５０～１５０ｃＮ／ｃｍの付着力が必要である。
【００３９】
　付着構造を形成するために基材に装着されたフィルムが付着部材として用いられるとき
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は、５０～２００μｍの基底厚みが好ましい。その上に配置される付着手段は、１００～
４００μｍの高さを有している。このとき、付着手段の単位面積あたり密度は、１平方セ
ンチメートルにつき１００～５０００個の間であるのが好ましい。
【００４０】
　１つの特別に好ましい実施形態では、第１の離散した付着部材は平面形成物が伸長して
いない状態のとき基材の上で１平方メートルあたり１０2～１０6の単位面積あたり密度を
有しており、付着力は５０～１５０ｃＮ／ｃｍであることが意図されていてよい。第１の
離散した付着部材は平面形成物が伸長していない状態のとき基材の上で１平方メートルあ
たり１０2～１０6の単位面積あたり密度を有しており、基体繊維ないし繊維基材の片側の
表面に対する付着構造の割合は１～５０％の範囲内にあり、付着力は５０～１５０ｃＮ／
ｃｍであるのがきわめて特別に好ましい。
【００４１】
　さらに繊維基材は、伸長弾性的な繊維糸、たとえば強撚の木綿糸、エラストジエン、エ
ラスタン、熱可塑性ゴム、または化学繊維製のテクスチャード・マルチフィラメント糸な
どからなる少なくとも１つの経糸シートを有していることが意図される。このような種類
の伸長弾性的な経糸は、部分的に、他の非弾性的な経糸または剛性の高い経糸との組み合
わせでも、もしくは適当な緯糸や不織布との組み合わせでも加工することができる。
【００４２】
　第１および少なくとも１つの第２の経糸シートを含む繊維基材を含んでいる、医療用の
平面形成物が好ましい。第１および少なくとも１つの第２の経糸シートを含む繊維基材を
含んでおり、第１の経糸シートは弾性的な糸でできており、少なくとも第２の経糸シート
は非弾性的な糸でできている、医療用の平面形成物が格別に好ましい。
【００４３】
　これに加えて医療用の平面形成物は、１つまたは複数の緯糸をさらに含んでいる基材を
含んでいてもよい。特に、医療用の平面形成物は、第１および第２の縦糸シートと緯糸と
を含んでいる基材を含んでいてもよい。このとき、第１の経糸シートは伸長弾性的に構成
されており、それに対して第２の経糸シートならびに緯糸は非弾性的な糸でできている。
【００４４】
　しかしながら、繊維基材は不織布を含んでいることが意図されていてもよい。織物、ニ
ット、編物、ステッチボンド不織布、またはステッチニットである繊維基材を含んでいる
医療用の平面形成物がきわめて特別に好ましい。繊維基材がステッチニットである場合、
特にマリモ・ステッチニットである場合、このニットはスパンボンド不織布またはステー
プルファイバ不織布の形態の不織布によって追加的に補強されることが意図されていてよ
い。特に、織物、ニット、編物、ステッチボンド不織布、またはステッチニットなどを繊
維基材として備えるこのような種類の医療用の平面形成物は、少なくとも１０ｇ／ｍ2か
つ多くとも３５０ｇ／ｍ2、特別に好ましくは少なくとも２０ｇ／ｍ2かつ多くとも６０ｇ
／ｍ2、または少なくとも７０ｇ／ｍ2かつ多くとも３５０ｇ／ｍ2の単位面積あたり重量
を有している。
【００４５】
　本発明による医療用の平面形成物の各層のあいだの付着力は、ＤＩＮＥＮ１２２４２に
基づく平面形成物の引き剥がし強度として規定され、十分な層付着を保証するために少な
くとも５ｃＮ／ｃｍである。特に、医療用の平面形成物は５～１２０ｃＮ／ｃｍ、きわめ
て特別に好ましくは２０～１２０ｃＮ／ｃｍの付着力を有しているのがよい。
【００４６】
　このような種類の医療用の平面形成物は、特に、人間または動物の身体での固定、支持
、負担軽減、および圧迫などの用途のための弾性的な包帯として利用可能である。
【００４７】
　上記に対応する平面形成物により、付着性の表面を備える弾性的な包帯材料ないし弾性
的な包帯を具体化することができ、そのために凝集性または粘着性の性質の接着剤を表面
に使用する必要がない。付着効果は、繊維基材との関連で、付着構造ないし付着手段の係
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合の結果として純粋に機械的に生じる。付着手段の係合の結果として生じる接合は、繊維
機材の本質的な損傷を生じることなく、再び取外し可能である。しかも上述したやり方で
、改善された耐老化性、耐貯蔵性、および耐光性を実現する付着性包帯を得ることができ
る。使用される付着手段、好ましくは付着手段が装着されたポリマフィルムは、公知の凝
集性または粘着性の接着剤よりも明らかに改善された耐老化性、耐貯蔵性、および耐光性
を有しているからである。さらに別の利点は、付着部材を外面（身体と反対を向いている
側）に支持する、身体部位に取り付けられた本発明による平面形成物は、たとえば他の包
帯、クッション材料、湿布、補助手段のような他の接着性でない繊維製品が付着部材と組
み合わされた場合、これに貼りつくことがないという点にある。これは、たとえば静脈性
の足の病気を治療するための圧迫療法で特に用いられる、いわゆる多層包帯（マルチレイ
ヤ包帯）の場合に好ましい。その場合、第１の包帯が下腿部に直接巻きつけられ、次いで
、品質の異なる１つ、２つ、または３つの別の包帯が層状に相上下して巻かれるが、この
とき個々の包帯は、相互にいかなる付着または接着も行わない。そして、結果的に得られ
たこの多層の圧迫包帯は、通常、数週間にわたって長期包帯として患者が身につけること
になる。上に説明した本発明による付着性包帯は、こうした多層包帯において、それぞれ
次の包帯層に対して密着して付着する結合を成立させ、個々の包帯層がずれるのを固定し
て確実に配置される方向への利点を提供する。
【００４８】
　本発明の平面形成物では、伸長性と回復能力がいずれもＤＩＮ６１６３２に基づいて規
定されている。通気性の判定にはＤＩＮ５３８８７を援用している。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４９】
　次に、さまざまな付着部材ならびに平面形成物について、明確にするために図面を参照
しながら説明する。
【００５０】
　図１は、平坦な成形体１０として構成され、厚さ１００μｍのポリマフィルム１２の上
にキノコ頭部を備える茎部の形態の付着手段１４が設けられた第１の付着部材１０ａを示
しており、このキノコ頭部は球冠状に構成されている。ここでは付着手段１４はフィルム
の一方の側１６にだけ装着されている。そしてフィルムは第２の側１８では、本発明の平
面形成物４０を構成するために繊維基材（図示せず）に貼付される（図６）。これは溶接
方法によって行うことができる。このような種類の付着部材１０ａは、基材の上で片側ま
たは両側に設けられていてよい。
【００５１】
　図２は付着部材１０ｂの同様の形態を示しているが、ここではポリマフィルムの底面は
図１のように長方形ではなく、十字形の基底面として設けられている。付着手段１４の設
置と配置は図１に準じて行われる。
【００５２】
　図３は、多角形すなわち六角形の底面をもつ平坦な成形体１０の形態の付着部材１０ｃ
を示している。上述した各実施例の場合とは異なり、ここでは付着手段１４はポリマフィ
ルム１２の両方の表面１６，１８に取り付けられている。一方の側１６にある付着手段１
４は、繊維基材の第１の側と接合する役目を果たす。すなわち、付着部材１０ｃの基材へ
の付着は付着手段１４によって行われ、そして他方の側１８にある付着手段１４は、基材
の第１の側を基材の第２の側の付着構造と接合する役目を果たす。
【００５３】
　最後に図４は、三次元の成形体２０によって構成され、立方体の幾何学形態を有する、
いわゆる付着粒子２０ａを示している。このとき粒子２０ａは、上に説明したものに相当
する付着手段１４を支持している。ここでは付着手段１４は全面に取り付けられており、
第１の基材側ないし平面形成物側を第２の基材側ないし平面形成物側と接合するだけでな
く、付着粒子２０ａを基材に取り付ける役目もする。
【００５４】
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　最後に、図５も図４と同様の形態を示しているが、ここでは付着粒子２０ｂは円筒の形
状を有している。
【００５５】
　次に、上記に加えて、２つの実施例を用いて本発明を説明する。
【００５６】
　実施例１
　固定目的のための弾性的なガーゼ包帯織物をベースとする付着性包帯
【００５７】
　本発明による付着性包帯の支持体繊維（基材３０）として、ＤＩＮ６１６３４に基づく
定義された幅の、たとえば８ｃｍの、次のような構造を備える弾性的なガーゼ包帯織物を
使用した。
【表１】

【００５８】
　本発明による付着性包帯を製作するために、Ｇ．Ｂｉｎｄｅｒ　ＧｍｂＨ＆Ｃｏ．社（
ドイツ、ホルツゲルリンゲン所在）の商標名ＭＩＣＲＯＰＬＡＳＴ６５４４５で市販され
ている面ファスナを付着部材１０ａとして使用する。この面ファスナは、キノコ頭部をも
つ茎部の形態の付着手段１４を表面に含んでいる。この付着部材フィルムのテクニカルデ
ータを次に掲げる。
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【表２】

【００５９】
　このフィルムを、たとえば４０ｃｍである定義された幅のロール形状でクラッシュカッ
ター装置へ入れ、幅３ｍｍのストライプ状に裁断し、引き次いでこれをさらに長さ１５ｍ
ｍの断片になるよう横方向に裁断し、打ち抜き、もしくは適当な方法で細かくする。この
ようにして断裁により得られた各々のフィルム切片１２は、０．４５ｃｍ2の長方形の面
を有している。この断片を規則的に繰り返されるパターン反復で、直交する十字格子パタ
ーン（図６参照）の形式に従って、基材３０のストライプの上へ次のように片側で積層す
る。
【００６０】
　各断片をその平滑な裏面で、支持体基材３０の上での恒久的な定着のために十分な量の
圧感接着剤（たとえばアクリレート分散性接着剤、溶融性接着剤、溶剤を含有するゴム接
着剤、たとえばＨｅｎｋｅｌ　ＫＧａＡ社（ドイツ）のＰＡＴＴＥＸ）を噴霧、含浸、ド
クターブレード、刷塗りなどによってコーティングし、次いで、図６のａ）図に示すパタ
ーンに従って、張力をかけずに置いた基材３０の表面に配置し、断片の重心がそれぞれ３
ｃｍの間隔を有するように、ないしは格子定数３ｃｍを有する規則的な格子を形成するよ
うにする。接着継目を圧着して乾燥ないし冷却した後、断片はその裏面で基材３０にしっ
かりと付着し、付着手段１４（キノコ頭部）は外方を向いている。平面形成物４０が伸長
されていない状態のとき、基材３０の上におけるフィルム断片の面積割合は約７．５％で
あり、伸長状態を基準とすると約３％である。矢印方向への伸長状態が図６のｂ）図に示
されている。
【００６１】
　このようにして製作された繊維テープは、送り長さ全体を通じて、付着部材により部分
的かつ離散的に被覆された付着表面を備えている。繊維基材の一方の側における付着部材
１０ａの単位面積あたり密度は、伸長されていない１平方メートルにつき１．１×１０3

個である。
【００６２】
　付着側をそれ自体に、ならびに被覆されていない裏面に押し付けると、ゴボウの実の付
着現象のような形式で層付着が行われ、付着フィルム断片のキノコ頭部が、繊維基材３０
の経糸と緯糸の個々の繊維ないしフィラメントとフック固定される。各層を分離するには
定義された力が必要である。ＤＩＮ　ＥＮ　１２２４２－１９９９「引き剥がしテスト試
験方法（引き剥がし強度）」を適用すると付着力は１０ｃＮ／ｃｍとなり、すなわち、幅
１０ｃｍの包帯で層の結合を分離するには１００ｃＮが必要である。
【００６３】
　このようにして製作された片側に付着表面を備える繊維テープは、次の特性を有してい
る。
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伸長したときの単位面積あたり重量：３３．５ｇ／ｍ2

ＤＩＮ６１６３２の伸長性：１２０％
ＤＩＮ６１６３２の回復性：９８％
ＤＩＮ５３８８７の通気性：５６００　ｌ／ｍ2　ｓｅｃ
【００６４】
　使用前に、繊維テープはほぼ弛緩した（伸長されていない）状態で、市販の固定包帯と
同様にロール形状に巻いて巻きつけ包帯とし、このとき付着部材を備えている側は巻きつ
け包帯の外面または内面に配置され、好ましくは外面に配置される。後者の場合、付着部
材は皮膚側にくるのに対して、包帯の外面は基体繊維の変わらない裏面となる。実施例１
の付着性包帯は、たとえば怪我をした身体部位で傷領域に傷湿布を固定するために使用可
能である。そのために傷湿布を傷のうえに載せ、次いで付着性包帯を巻き出すことにより
、若干の張力をかけながら、怪我をしている身体部位へ傷湿布と一緒に巻きつけ、このと
き付着部材が包帯表面ならびに場合により傷湿布の裏面とフック固定される。それにより
、傷湿布を所望の位置に保つ、ずれが防止された付着性の固定包帯が得られる。
【００６５】
　実施例２
　支持／圧迫包帯としての弾性的な不織布をベースとする付着性包帯
【００６６】
　本発明による付着性包帯の支持体繊維（基材３０）として、剛性の高いポリエステル不
織布に、ステッチボンディング技術ＭＡＬＩＷＡＴＴを用いて恒久弾性的なエラスタン糸
を長手方向で重ね縫いすることで得られた弾性的な不織布構造を使用した。この支持体繊
維の詳細については次の表を参照されたい。
【表３】

【００６７】
　本発明による付着性包帯を製作するために、Ｇ．Ｂｉｎｄｅｒ　ＧｍｂＨ＆Ｃｏ．社（
ドイツ、ホルツゲルリンゲン所在）の商標名ＭＩＣＲＯＰＬＡＳＴ６５４４５で市販され
ている面ファスナのポリマフィルムを付着部材１０ａとして使用する。この面ファスナは
、キノコ頭部をもつ茎部の形態の付着手段１４を表面に含んでいる。この付着部材フィル
ムのテクニカルデータを次に掲げる。
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【表４】

【００６８】
　このフィルムを幅１００ｃｍのロール形状でクラッシュカッター装置へ入れ、幅３ｍｍ
のストライプ状に横方向で裁断し、引き次いでこれをさらにグリッパ装置を用いて５０ｍ
ｍの間隔で繰り返される反復で、供給される不織布ウェブの表面に平滑な側で載せた。こ
のようにして断裁により得られた各々のフィルム切片は、３０ｃｍ2の長方形の面を有し
ている。この断片を複数の超音波溶接ヘッド（製造者：ＳＯＮＯＴＲＯＮＩＣ、カールス
バード所在）により点状に、または全面的に、ソノトロードの圧着時に形成される摩擦熱
によって幅全体にわたり基材３０と熱で接合し、このとき付着部材の平滑な面は基材の繊
維表面と固く結合される。付着手段１４（キノコ頭部）は外方を向いている。伸長してい
ない状態のとき、基材繊維３０の上におけるフィルム断片の面積割合は約６％であり、伸
長状態を基準とすると約１．７％である。
【００６９】
　このようにして製作された幅広の繊維ウェブを、裁断カッター（好ましくは高温裁断ま
たは超音波裁断）を用いて、たとえば６，８，１０，１２ｃｍの定義された幅の帯状包帯
にし、それによりこの帯状包帯は幅広の繊維ウェブと同様に、送り長さ全体を通じて、付
着部材により部分的かつ離散的に被覆された付着表面を備えることになる。繊維基材３０
の一方の側における付着部材の単位面積あたり密度は、１０ｃｍの包帯幅については、伸
長されていない１平方メートルにつき２×１０2個であり、ないしは６ｃｍの包帯幅につ
いては、伸長されていない１平方メートルにつき３．３×１０2個である。
　付着側をそれ自体に、ならびに被覆されていない裏面に押し付けると、ゴボウの実の付
着現象のような形式で層付着が行われ、付着フィルム断片のキノコ頭部が不織布の個々の
繊維ないしフィラメントとフック固定される。各層を分離するには定義された力が必要で
ある。ＤＩＮ　ＥＮ　１２２４２－１９９９「引き剥がしテスト試験方法（引き剥がし強
度）」を適用すると付着力は３５ｃＮ／ｃｍとなり、すなわち、幅１０ｃｍの包帯で層の
結合を分離するには３５０ｃＮが必要である。したがって完成した包帯では十分に強い、
ないしは確実な各層の結合が保証されている。
【００７０】
　このようにして製作された片側に付着表面を備える平面形成物４０は、次の特性を有し
ている。
伸長したときの単位面積あたり重量：４０ｇ／ｍ2

ＤＩＮ６１６３２の伸長性：２３０％
ＤＩＮ６１６３２の回復性：９９％
ＤＩＮ５３８８７の通気性：１８００　ｌ／ｍ2　ｓｅｃ
【００７１】
　使用をするために、平面形成物４０を同じく相応の状態で巻いて包帯とし、このとき付
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【００７２】
　同様にして、不織布に表面と裏面の両方に、すなわち両側に、付着フィルムのストライ
プ状の断片を積層することもできる。伸長していない状態のとき、基材の繊維面における
付着フィルム断片の面積割合は約１２％であり、伸長した状態を基準とすると約３．５％
である。単位面積あたり重量は約４８ｇ／ｍ2に増えている。この両側に付着部材を備え
る基材からなる包帯には、別の包帯層を付着によって固定可能である。この別の包帯層は
、外側に位置する付着部材と結合するからである。実施例２に基づく付着性包帯は、たと
えば静脈性の足の疾病を圧迫治療するために適用可能である、そのために、付着性包帯を
軽く均等に撓ませながら巻きだして、足指の基関節のところから始めて定義された層数で
、たとえば３層で、患者の下肢全体へ疾患のある足に巻きつける。このとき付着部材は裏
面の包帯表面とフック固定され、それにより、うっ血除去・圧迫療法の一貫として数日間
にわたり装着される、すべりが防止された付着性の圧迫包帯が得られる。外側に位置する
付着部材には、たとえばガーゼ包帯、クッション包帯のような別の包帯材料を、巻きつけ
のときに固定可能である。
【図面の簡単な説明】
【００７３】
【図１】付着部材のさまざまな実施形態である。
【図２】付着部材のさまざまな実施形態である。
【図３】付着部材のさまざまな実施形態である。
【図４】付着部材のさまざまな実施形態である。
【図５】付着部材のさまざまな実施形態である。
【図６】本発明による平面形成物の一部を示す平面図である。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【手続補正書】
【提出日】平成20年3月12日(2008.3.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　伸長弾性的に構成されていて４０％～３００％の間の伸長性を有しており、繊維の基材
（３０）を含んでおり、前記基材（３０）は第１および第２の側を有するとともに少なく
とも１つの経糸シートを含んでおり、前記基材（３０）の一方の側に多数の離散した第１
の付着部材（１０，２０）からなる第１の機械的な付着構造が装着されており、前記第１
の機械的な付着構造は前記平面形成物（３０）の第１の側に向かい合う第２の側にある第
２の機械的な付着構造と付着により結合させることが可能であり、前記基材（３０）は第
１および少なくとも１つの第２の経糸シートを含んでおり、前記第１の経糸シートは弾性
的な糸でできており、少なくとも１つの前記第２の経糸シートは非弾性的な糸でできてい
る、付着性のある医療用の平面形成物（４０）。
【請求項２】
　前記平面形成物（４０）は５～１２０ｃＮ／ｃｍの付着力を有しており、伸長されてい
ない前記繊維基材（３０）の片側の表面を基準とする前記付着構造の面積割合は前記基材
（３０）の片側の面積の１～５０％の範囲内にある、請求項１に記載の医療用の平面形成
物。
【請求項３】
　前記平面形成物（４０）は５～１２０ｃＮ／ｃｍの付着力を有しており、前記第１の付
着部材（１０，２０）は伸長されていない前記平面形成物の上に離散した分布で１平方メ
ートルあたり１０2～１０6個の単位面積あたり密度を有している、請求項１に記載の医療
用の平面形成物。
【請求項４】
　前記平面形成物（４０）は５～１２０ｃＮ／ｃｍの付着力を有しており、前記第１の付
着部材（１０，２０）は伸長されていない前記平面形成物の上に離散した分布で１平方メ
ートルあたり１０2～１０6個の単位面積あたり密度を有しており、伸長されていない前記
繊維基材（３０）の片側の表面を基準とする前記付着構造の面積割合は前記基材（３０）
の片側の面積の１～５０％の範囲内にある、請求項１に記載の医療用の平面形成物。
【請求項５】
　前記基材（３０）は１つまたは複数の緯糸を含んでいる、請求項１～４のいずれか１項
に記載の医療用の平面形成物。
【請求項６】
　前記基材（３０）は不織布を含んでいる、請求項１～５のいずれか１項に記載の医療用
の平面形成物。
【請求項７】
　前記平面形成物（４０）は長さＬと幅Ｂを有しており、前記平面形成物は前記長さＬ全
体にわたって均一に伸長弾性的である、請求項１～６のいずれか１項に記載の医療用の平
面形成物。
【請求項８】
　前記第１の付着部材（１０，２０）は高さと長さの比率が１～１０-3である平坦な成形
体（１０）によって構成されており、または高さと長さの比率が１～１０-1である付着粒
子（２０）によって構成されており、前記付着部材（１０，２０）の上に付着手段（１４
）が設けられている、請求項１～７のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項９】
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　前記付着手段（１４）は茎形状またはフック形状を有している、請求項１～８のいずれ
か１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項１０】
　前記第２の機械的な付着構造は前記基材（３０）自体によって構成されている、請求項
１～９のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項１１】
　前記繊維基材（３０）は織物、ニット、編物、ステッチニット、またはステッチボンド
不織布である、請求項１～１０のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項１２】
　前記平面形成物（４０）は少なくとも１０ｇ／ｍ2かつ多くとも３５０ｇ／ｍ2の単位面
積あたり重量を有している、請求項１～１１のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物
。
【請求項１３】
　弾性的な圧迫包帯もしくは圧迫バンデージであり、または弾性的な固定包帯もしくは固
定バンデージであり、または弾性的な支持包帯もしくは支持バンデージである、請求項１
～１２のいずれか１項に記載の医療用の平面形成物。
【請求項１４】
　請求項１～１３までのいずれか１項に記載の付着能力のある医療用の平面形成物を製造
する方法であって、付着手段で覆われた付着部材が第１のステップでポリマフィルムの分
割により長さＬ、幅Ｂ、および高さＨの断片の形態で製作され、前記断片が第２のステッ
プで繊維基材の表面へ離散した分布で配置され、その際に縫合または接着または溶着また
はプレスによって前記基材と固く結合される、方法。
【請求項１５】
　請求項１～１３までのいずれか１項に記載の付着能力のある医療用の平面形成物を製造
する方法であって、付着手段で覆われた付着部材が直接押出成形により定義された長さＬ
、幅Ｂ、および高さＨで製作され、次いで繊維基材の表面へ離散した分布で配置され、そ
の際に縫合または接着または溶着またはプレスによって前記基材と固く結合される、方法
。
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